保護者のみなさまへ
　　　　　　　　　　　　　　就学援助費について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加賀市教育委員会

１.制度について 
この制度は、経済的理由により就学困難な児童及び生徒の保護者に対し、学校における経費
の一部を援助することにより、義務教育の円滑な実施を目的としています。

２.対象者 
この制度の対象となるのは、次のいずかれに該当する方（世帯の方）です。

　・生活保護の停止又は廃止された
・市町村民税の非課税又は減免を受けている（収入のある方全員）：（減免対象者のみ税額変更通知書の写し添付）
・国民年金及び国民健康保険の保険料減免を受けている（証明できる書類添付）
・個人事業税の減免を受けている（証明できる書類添付）
・児童扶養手当を受給している（児童扶養手当証書の写し添付）
・固定資産税の減免を受けている（証明できる書類添付）
・生活福祉資金等による貸し付けを受けている（証明できる書類添付）
・上記要件に該当しないが、経済的に就学が困難な状況で、その世帯の所得合計が生活保護基準の１.３倍以下である。
・家庭の事情により、世帯の所得が急変した（所得が急変したことがわかる書類添付）
・生活保護法第１３条に規定する教育扶助を受けている方

（日本スポーツ振興センター共済掛金及び中学校の修学旅行費のみとなります。）
３.援助の内容 
　　・学用品費等 ･･･ 一部が援助されます。
　　・学校給食費 ･･･ 現物支給（学校長へ委任することにより保護者の負担なし）となります。
　　　　　　　　　　 ただし、４､５月分につきましては、一旦学校給食費をご負担いただいた後、
返金とさせていただく場合があります。

· 援助の目的以外に使用することはできません。
４.申請方法と提出書類 
　　・「就学援助費受給申請書」に記入押印し、学校へ提出して下さい。

　　・新規申請または口座を変更する方は、口座名義(カタカナ)と口座番号が記載されている
通帳ページの写しを添付してください。
　　・児童扶養手当を受けている方は、児童扶養手当証書の写しを添付してください。
５.支給時期・方法 
　　・支給時期は、学期毎 （7月20日、12月20日、翌年3月10日）年3回の予定です。

・保護者の指定する金融機関口座に振り込みます。
・学校に納付する学用品費等に未納がある場合は、就学援助費の請求、受領及び返納に関する一切の権限を児童生徒が在籍する学校長へ委任していただきます（就学援助費が学校口座に振り込まれることになります）。
【ご注意下さい】
(1) 同一世帯で、2人以上の申請をする時は、申請書は1枚だけ作成してください。

　　また、小学校と中学校両方に児童生徒がいる場合でも、申請書は1枚だけ作成し、小学校へ提出してください。

(2) 家族状況記入欄については、住民登録の有無にかかわらず、生計を同じくしている方全員について記入し、同意欄も記入押印してください。

(3) 所得の申告をしていない方は支給の対象となりません。
(4) 申請書内容審査の際、民生委員の意見を求めることがあります。
(5) 年度途中で援助が必要となった場合は、学校又は教育委員会学校指導課までご相談下さい。

(6) 申請書に記載する世帯員は、加賀市に住民登録があるないに関わらず、生計を同じくする方全員となります。（同じ家に住民登録が別世帯となっている家族が住んでいる場合は、その家族も申請書に記載して下さい。）

(7) 年度の途中で世帯の状況に変更（同居家族の増減、婚姻等）があった場合は、必ず学校又は教育委員会学校指導課までご連絡下さい。
(8) 令和2年1月2日以降に加賀市外から転入された方や加賀市に住民登録がない方は、令和2年度所得（課税）証明書（所得と控除の内容が分かるもの）を必ず添付してください。ただし令和2年8月以降に加賀市で就学援助が認定となっている方、および、児童扶養手当を受給されている方については添付不要です。
(9) 令和2年度中に、新1年生対象の「新入学児童生徒学用品費準備費」を申請された場合でも、再度申請が必要です。
(10) 入学前に「新入学児童生徒学用品費準備費」を受給した場合、入学後に同じお子さんに対して「新入学児童生徒学用品費」を受給することはできません。
※ 必要に応じ、他の証明書類等をご提出いただく場合があります。

６.提出期限 
　令和　年　　月　　日までに各学校へ提出して下さい。

　

７.問い合わせ先 
　各学校 又は 加賀市教育委員会事務局 学校指導課（電話７２－７９７５）

申請内容に虚偽や不正があった場合は、認定を取り消すことがあります。
（裏面へつづく）








